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１．所轄庁

（１）所轄庁とは
宗教法⼈法に基づく事務について権限を有する⾏政庁

（２）所轄庁の区分
①都道府県知事
②を除き、主たる事務所の所在地を管轄している都道府県
知事が所轄庁となる

②⽂部科学⼤⾂
他の都道府県に境内建物を備えたり、他の都道府県内にあ
る宗教法⼈を包括する宗教法⼈などについては、⽂部科学⼤
⾂が所轄庁となる
所轄庁がどちらであっても、法⼈の権利・義務に違いはない

２



Aの境内建物
（主たる事務所）

Bの境内建物

複数の境内建物があっても、一つの県内に所在していれば、都道府県知事の所轄となる

・都道府県知事が所轄庁となる例・・・宗教法⼈Ａ
・⽂部科学⼤⾂が所轄庁となる例・・・宗教法⼈Ｂ

●●県

Bの境内建物
（主たる事務所）

■■県

宗教法人A宗教法人A 宗教法人B宗教法人B

３



２．宗教法人法の基本的理念と特徴

(１) 基本的理念
• 信教の⾃由の尊重と政教分離の原則
• 聖・俗分離の原則
• ⾃治の尊重と⾃律性への期待

(２) 特徴
• 認証制度
• 責任役員制度
• 公告制度

４



３．宗教法人の規則（１）

「規則」は宗教法⼈の管理・運営の根本原則

・法⼈の運営は、規則に従って⾏わねばならない

・実際の運営状況に照らして、必要に応じて、規則を⾒直す

・法⼈規則を参照できるよう事務所に常に備え付けておく

５

規則を無視した運営は、法人内トラブルの原因



現在の「規則」を確認してみる
 所轄庁から規則変更の認証を受けているか（認証され

ていない規則で運営されていないか）
→所轄庁の認証を受けた「規則」が有効
特に、何度も規則変更をしている場合には、変更した
内容を正しく反映させた規則であるか注意が必要

 規則と法⼈のその他の内部規程等との間で齟齬が⽣じて
いないか

 規則と実際の管理・運営が⼀致していないときは、管
理・運営⽅法を規則に合わせるか、規則変更を⾏うか、
いずれにしても規則と実態を⼀致させること

 万⼀、「規則」を紛失してしまったら
• 所轄庁から謄本の交付を受けること

３．宗教法人の規則（２）
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４．宗教法人の役員（１）
（１）代表役員と責任役員
 ３⼈以上の責任役員が必置、そのうち１⼈を代表役員と

する
 呼称、資格、任免、員数（責任役員）、任期、職務権限

は、規則で定めたとおりに運⽤すること

（２）代務者
次の場合には、代務者を必ず置かなければならない
 代表役員⼜は責任役員が、死亡や事故などで⽋けた場合

で、速やかにその後任者を選ぶことができないとき
 代表役員⼜は責任役員が、病気や海外渡航などで３⽉以

上にわたりその職務を⾏うことができないとき

７



（３）仮代表役員、仮責任役員
 代表役員は「宗教法⼈と利益が相反する事項」について

は代表権なし → 仮代表役員を選任
「宗教法⼈と利益が相反する事項」とは
法⼈所有の財産を代表役員が個⼈の⽴場で購⼊、代表役員所有の財産を法⼈に
有償で譲渡、代表役員が法⼈から⾦銭の貸付けを受ける、代表役員個⼈の債務
に法⼈の財産を担保に供する、などの場合

 責任役員は「特別の利害関係がある事項」については
議決権なし → 仮責任役員を選任

「特別の利害関係がある事項」とは
法⼈と責任役員個⼈の利益が相反する事項のほか、特定の責任役員の⼈事（解
任）、特定の責任役員が法⼈の職員として受ける報酬や退職⾦、法⼈と特定の
責任役員間の訴訟、などの事項

４．宗教法人の役員（２）

８



５．宗教法人の事務の決定

• 「宗教法⼈の事務」＝第三者との取引や、財産の
管理など世俗的な業務の全て

• 宗教法⼈の事務の決定権は、責任役員会にある

９

代表役員による独断専行の事務運営は許されない！



６．宗教法人の財務

（１）財産の管理
財産の管理を通して⾏う資産、負債の増減の記録、計算、
報告
 ⼟地、建物、預⾦、現⾦及び借⼊⾦などの管理
 法⼈財産の現状把握（法⼈財産と個⼈財産との区別、宗

教活動とその他の事業との区別）

（２）予算の管理
予算の管理を通して⾏う収⼊・⽀出の記録、計算、報告
 ⽇常の収⼊・⽀出の会計事務処理

１０



７．財産処分
◆財産処分等の公告（宗教法⼈法第２３条）
財産処分等を⾏う場合には、少くとも１⽉前に公告が必要
 「不動産の処分」とは、売却、譲渡、交換、放棄、賃貸

借（⼟地は５年、建物は３年を超える場合）、地上権⼜
は地役権の設定など

 「担保の供与」とは、不動産・宝物に抵当権や質権を設
定、⼜は譲渡担保に供することなど

 借⼊⼜は保証
 主要な境内建物の新築、改築、増築、移築、除却、著し

い模様替
 境内地の著しい模様替
 主要な境内建物⼜は境内地の⽤途変更等

１１



財 産 処 分 公 告 （様式例）

このたび宗教法⼈「〇〇〇〇」規則第〇条に定める⼿続を経て、下記のとおり財産を処分する
ことになりましたので、宗教法⼈法第23条の規定によって公告します。

令和〇〇年〇〇⽉〇〇⽇
信者その他利害関係⼈ 各位

所在地 ○○県○○市○○町○丁⽬〇番地
名 称 宗教法⼈「〇〇〇〇」
代表役員 甲 野 ⼄ 郎 〔印〕

記
1 処分する財産

（物 件） ○○県○○市○○町○丁⽬〇番地 宅地 100㎡（現在空地）
（処分⾦額） 総 額 1,000万円

2 処分の⽬的 （具体的に記載すること）
3 処分の相⼿⽅ ○○県○○市○○町○丁⽬〇番地 ○○産業株式会社
4 処分の年⽉⽇ 令和〇〇年〇〇⽉〇〇⽇
5 処分の⽅法 売 却

１２

掲示するときは、人目に付き
やすい場所に掲示すること



（参考事例）財産処分等の公告スケジュール
『事務所の掲⽰場に１０⽇間掲⽰する』と規則に定められている場合

（１）責任役員会及びその他の機関の議決等を経る

（２）公告する
４⽉ １⽇ 公告開始⽇
４⽉ ２⽇ 公告開始起算⽇

↓
４⽉１１⽇ 公告期間満了⽇
４⽉１２⽇ この⽇以降に公告を取り外す

（３）財産処分等する
（据置期間は４⽉１２⽇より開始）
５⽉１１⽇ 据置期間終了⽇
５⽉１２⽇ ⾏為開始⽇

１３

掲⽰期間 10⽇間

据置期間 1ケ⽉

公告の初日及び最終日は1日
中でない限り期間に算入され
ないので、日数不足に注意



（参考事例）財産処分等の公告スケジュール
『事務所の掲⽰場に１０⽇間掲⽰する』と規則に定められている場合

１４

4/74/64/54/44/34/2
公告開始
起算⽇

4/1
公告
開始⽇

…………4/12
公告取り
外し可能
⽇

4/114/10
4/94/8

5/12
財産処分
等の開始
可能⽇

5/11
据置期間
終了⽇

……

掲⽰期間 10⽇間

公告の初日及び最終日は1日中でない限り期間に算入されないので、日数不足に注意

据置期間 1ケ⽉



○ 公告をしなかった場合どうなるのか
 「境内建物もしくは境内地である不動産⼜は財産⽬録に

掲げる宝物」を処分した場合、その⾏為は無効
 代表役員は、法⼈に対して義務違反の責任を負う

「善 意」 ： 宗教法人法や規則で定める手続を行っていないことを知らなかった（知ら
なかったことについての過失が重大でなかった場合に限る）

「対抗できない 」 ： 宗教法人は、善意の相手方又は善意の第三者に対して、契約の無効を
主張できない

※公告をせず無効となる場合でも、
善意の相⼿⽅⼜は第三者に対しては、
その⾏為の無効をもって対抗できない

１５



８．宗教法人の事業

 宗教法⼈は、公益事業を⾏うことができる

 宗教法⼈は、その⽬的に反しない限り公益事業以外の事
業（収益事業）を⾏うことができる

 収益事業において収益を⽣じたときは、当該宗教法⼈、
包括宗教団体⼜は援助する宗教法⼈若しくは公益事業の
ために使⽤しなければならない

１６

事業の規模が宗教法人の規模に比べ、過大でないこと
宗教法人の目的を達成するための業務と矛盾・支障をきたすものでないこと



（１）規則変更の認証申請に必要な書類

 規則変更認証申請書
 変更しようとする事項を⽰す書類 ２通（⼜は３通）
 規則で定める⼿続きを経たことを証する書類

責任役員会議事録（写し）など
 添付資料

施設に関する書類、公告をしたことを証する書類など
 現⾏規則

９．規則の変更（１）

１７

実際の申請にあたっては、規則変更の内容によって添付する
書類が異なるので、予め所轄庁に相談すること



９．規則の変更（２）
（２）規則変更の⼿続きフローチャート １/３

１８

所轄庁へ事前相談

責任役員会の議決

（包括宗教団体の承認）

総会、総代会等の同意

第一段階 宗教法人内での手続き



９．規則の変更（２）
（２）規則変更の⼿続きフローチャート ２/３

１９

添付書類の有無等
の審査

審査

第二段階 所轄庁に対する申請手続き

規則変更認証の申請

所轄庁から受理通知を
受け取る

所轄庁から変更認証を
受ける

宗
教
法
人

所
轄
庁

変更認証書、変更認証した規則（及びこれらの謄本）の交付（所轄庁）



９．規則の変更（２）
（２）規則変更の⼿続きフローチャート ３/３

２０

登記所で変更登記を行う（宗教法人）

登記事項変更届を所轄庁へ提出（宗教法人）

※変更しようとする事項が登記事項に該当するとき

変更認証書、変更認証した規則（及びこれらの謄本）の交付（所轄庁）

（認証書交付後、二週間以内）

認証された変更箇所を反映した規則を作成し、事務所などに備え付け
（宗教法人）



（３）規則変更認証申請において注意すべき点
① 事業開始に関する規則変更
• 事業を実施することが確実な段階であること
• 境内地、境内建物を利⽤して事業を実施する場合は、必要に応じて、

財産処分に関する⼿続を経ること
② 従たる事務所の設置に関する規則変更
従たる事務所といえるためには

• 宗教法⼈の主たる⽬的である宗教活動上必要であって、主たる事務
所に準ずる事務体制が必要であり、実際に整備されていること

• 常駐の責任者が置かれ、従たる事務所における事務の決定・執⾏に
ついて、その責任者に⼀定の権限が与えられ、その範囲内で、事務
の決定・執⾏が⾏われていること

９．規則の変更（３）

２１



１０．登記と登記に関する届出

認証登記事項

●設立の場合

要① 目 的

要② 名 称

要③ 事務所の所在場所

要
④ 当該宗教法人を包括する宗教団体がある場合には、その名称及び宗教法

人・非宗教法人の別

－⑤ 基本財産がある場合には、その総額

－⑥ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格

要
⑦ 規則で境内建物若しくは境内地である不動産又は財産目録に掲げる宝物

に係る財産処分行為に関する事項を定めた場合には、その事項

要⑧ 規則で解散の事由を定めた場合には、その事由

要⑨ 公告の方法

（１）宗教法⼈が登記しなければならない事項

２２



認証登記を必要とする場合

１．変更の場合

要・ 設立の際に登記した登記事項のうち、①～④、⑦～⑨の事項

－・ 設立の際に登記した登記事項のうち、⑤及び⑥の事項

要２．事務所移転の場合

要３．合併の場合

要４．解散の場合

－５．清算結了の場合

－６．礼拝建物及び敷地の登記を希望する場合

（２）宗教法⼈が登記を必要とする場合

 設⽴及び上記の登記をしたときは、所轄庁へ届け出なければならない

２３

◆「認証」欄に“要”と記載している事項については、設⽴時の規則認証の他、
規則変更、合併、解散などに関する所轄庁の認証が先に必要



１１．事務所備付け書類・帳簿（１）

（※）ただし、①公益事業以外の事業を行わない場合、②年間収入が８千万円を超えない場合、③従来か
ら収支計算書を作成していない場合、にあるときは、作成を免除されている。

事務所に備え付けなければならない書類・帳簿⼀覧
所轄庁への

提出
閲覧請求備付義務書類・帳簿

−○○（１）規則、認証書

○○○（２）役員名簿

○○○（３）財産目録

○○○（４）収支計算書（※）

○○○（５）貸借対照表（作成している場合）

○○○
（６）境内建物（財産目録に記載されているものを除く）に関
する書類

−○○（７）責任役員会等の議事録

−○○（８）事務処理簿

○○○（９）事業に関する書類（事業を行っている場合）

２４



○信者その他利害関係⼈（※）から閲覧を請求され
た場合は、閲覧させなければならない

（※）閲覧することについて正当な利益があり、
閲覧請求の⽬的が不当な⽬的でない、
信者その他の利害関係⼈

○閲覧請求の対象となる書類・帳簿
 前⾴の「書類・帳簿⼀覧」の「閲覧請求」欄参照

１１．事務所備付け書類・帳簿（２）

２５



○閲覧請求できる者の具体例
 宗教法⼈と継続的な関係を有し、宗教法⼈の財産基盤の

維持形成に貢献している寺院における檀信徒や神社にお
ける⽒⼦など

 宗教法⼈の管理運営上の⼀定の地位が規則等で認められ
ている総代など

 宗教法⼈と継続的な雇⽤関係にあり、⼀定の宗教上の地
位が認められている宗教教師

 債権者
 保証⼈
 包括・被包括関係にある宗教団体 など

２６



１１．事務所備付け書類・帳簿（３）

２７



 前年度と書類の内容が変わっていなくても毎年度
提出の必要がある

 公益事業以外の事業を⾏っていない宗教法⼈で、
⼀会計年度の収⼊の額が8,000万円以内の宗教法⼈
については、当⾯の間、収⽀計算書の作成義務が
免除されている

 書類の写しの提出を怠った場合には罰則も
 信教の⾃由を尊重し、所轄庁へ提出された事務所

備付け書類は⾏政⽂書開⽰請求があっても不開⽰

２８

※存否を明らかにした上で、「内容については不開⽰」



１２．不活動宗教法人対策

２９

〇 なぜ不活動宗教法⼈の対策が必要なのか
適正な管理運営が⾏われないだけでなく、第三者によって法⼈格が不正に取得され、
脱税やマネーロンダリング、営利⽬的などの⾏為に悪⽤されるなど、さまざまな問
題が⽣じるおそれがある。

〇 従前の不活動宗教法⼈の判断
宗教法⼈法に定める解散命令の事由（※下記①〜③）を⽬安に、各所轄庁が判断
①１年以上にわたって宗教活動をしていない
②やむを得ない事由がないのに、礼拝の施設が滅失してから２年以上に
わたってその施設を備えない

③１年以上にわたって代表役員及びその代務者がいない
（宗教法⼈法第81条第１項第２号後段〜第４号）

不活動状態にある疑いはあるが、上記の事由に当たる確証が得られないため、
取扱いが曖昧なままにされる法⼈が発⽣。結果的に、整理に⾄らない場合が頻発。



１．事務所備付け書類の提出の徹底について要請
・宗教法⼈法第25条第４項に基づき、宗教法⼈は、事務所備付け書類を毎年度所轄庁に
提出する義務がある。法に基づき、書類の提出がなされない法⼈には督促を徹底する。

・督促を⾏ってもなお事務所備付け書類が提出されない法⼈に対しては、法に基づき、
確実に過料の⼿続を実施する（不活動が疑われる法⼈は２．によって対応）。

２．不活動宗教法⼈の確実な把握・整理の加速化を要請
・⽂化庁において明確化した「不活動宗教法⼈の判断に関する基準※」
に基づき、不活動宗教法⼈に当たるものを迅速に判断し、事実関係
を確認の上、すみやかに整理を進める。

（※連絡先不明で所轄庁として活動を把握できないもの、事務所備付け書類を
連続して提出しないもの 等）

宗務⾏政の適正な遂⾏について（概要）
（令和５年３⽉３１⽇ 各都道府県宗教法⼈事務担当課⻑宛⽂化庁宗務課⻑通知）

○ 国会審議も踏まえ、主に以下の事項を各都道府県の宗教法⼈担当課宛てに要請。
・ 事務所備付け書類の提出督促や、未提出時の過料⼿続の確実な実施を徹底すること
・ 不活動宗教法⼈の把握及びその対応を、これまで以上に迅速に⾏うこと

３０

※基準全体は
こちらを参照



○不活動にならないために
不活動状態に陥るきっかけ
・礼拝施設が災害等で滅失した後、再建しなかった
・信者等の法⼈関係者の減少による宗教活動の停⽌
・代表役員や責任役員が⽋員となった後、新たな役員⼜は代務
者を置かなかった

・・・特に、法⼈として意思決定ができなくなり、不
活動状態に陥るケースが多い。

法⼈の現状に合わせて、組織や規則をマメに⾒
直すことが重要。
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不活動宗教法⼈対策の流れ
●法人として維持・存続させる意思があるか●法人として維持・存続させる意思があるか

●役員が揃っている又は補充が可能であるか●役員が揃っている又は補充が可能であるか

●合併の相手となる宗教法人があるか●合併の相手となる宗教法人があるか

いいえ

いいえ

はい

《活動再開》

《吸収合併》 《任意解散》 《解散命令請求》

《清算⼿続き》

はい

はい

いいえ
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①活動再開
・代表役員や責任役員を⽋いている場合は、規則に
従って適正かつ速やかに役員の補充など、法⼈とし
ての組織体制を整えた上で、活動再開

・活動再開に当たっては、所轄庁と相談すること

・被包括宗教法⼈の場合は、包括宗教団体にも協⼒
を要請すること
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②吸収合併
・役員が揃っている⼜は規則に従って役員を補充で
き、合併の相⼿⽅となる宗教法⼈が存在するとき

・合併双⽅の当事者において、⼿続きが必要となる

・吸収合併された法⼈の清算⼿続きは必要ない
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③任意解散
・役員がそろっている場合⼜は規則に従って役員を補充できる
とき

・清算⼈による残余財産の処分等の清算⼿続きが必要になる
④解散命令請求
・法⼈⾃らで解散することが不可能な状態にあるとき
・代表役員、責任役員、包括宗教法⼈等の利害関係⼈、所轄庁
等が裁判所に解散命令を申し⽴てることができる

３５

＜不活動宗教法⼈対策の取組＞

〇⽂化庁ＨＰにおける広報
不活動宗教法⼈対策に関する情報を集約して掲載

〇不活動宗教法⼈対策マニュアルの充実・改訂
（例）・任意解散、吸収合併などの⼿続き

・残余財産の処分に関する留意事項 等



宗教法人を悪用したマネロン・テロ資金供与への対策

令和３年８月
ファトフ

FATF（※）は宗教法人を含む非営利団体（NPO）について、

「テロ資金供与のリスクを軽減するための適切な措置を講じていない」と評価
（※）Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略称。

マネロン対策の国際基準を策定し、その履行状況について相互審査を行う、多国間の枠組み。

マネー・ロンダリング（マネロン）

犯罪によって得られた収益を、その出所や真の所有者が
分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を
逃れようとする行為

テロ資金供与

テロ行為の実行資金、テロ組織の活動資金等のために、
資金や場所等を収集・提供等する行為

文化庁における取組

宗教法人のうち、事実上宗教活動を停止しているなど、不活動の状態にある宗教法人については、
これを放置した場合、第三者により法人格が不正に取得されるおそれがある

→ マネロン・テロ資金供与に悪用されるリスクが高い

不活動宗教法人対策

宗教法人が知らない間に悪用されるリスクを低減するため、不活動宗教法人対策会議、都道府県宗教法人事務担当者研修会、宗
教法人実務研修会などの機会を捉え、都道府県の事務担当者及び宗教法人に対して注意喚起を行っている。
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テロ資金供与に悪用されるリスクを低減するには、宗教法人の理解と協力が不可欠

○リスク評価の実施

○リスク低減のための措置

○宗教法人、都道府県担当者への周知



1３. その他

①拘禁刑の創設について
・令和4年6⽉13⽇に、懲役と禁固の両刑を⼀元化し、拘禁刑を

創設する改正刑法が成⽴。

（１）法令改正関係

・法律の施⾏後に、役員の⽋格事由である「禁固以上の刑」が、
「拘禁刑以上の刑」に変更される。
・改正刑法の施⾏は、令和７年６⽉１⽇。
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３８

②会社法改正等に伴う従たる事務所の所在地に
おける登記義務の廃止について

・会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第７０号）及び

会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律（令和元年法律第７１号）が、令和元年１２月

４日に成立し、同１１日に公布。

・会社法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める

政令(令和３年政令第３３４号)に令和４年９月１日施行と規定。

１ 従たる事務所の所在地における登記義務の廃止

２ 従たる事務所の設置、移転又は廃止など登記事項に変更が
ある場合は、主たる事務所の所在地を所轄する法務局にお
いて登記を行う。



（２）申請に係る押印等について

・政府の書⾯提出や押印等の制度・慣⾏の⾒直しに沿って、⽂化
庁宗務課より、令和３年１⽉５⽇付け「⾏政⼿続における書⾯主
義、押印原則、対⾯主義の⾒直しについて」の事務連絡を⽂部科
学⼤⾂所轄の宗教法⼈宛に発出した。
宗教法⼈法においては申請に押印等を求めている⼿続きはない

ため、⽂化庁宗務課として、申請等に押印等を求めないことにし
ている。

・ただし、都道府県知事の所轄によっては、押印等の取扱いが異
なる場合もあるため、事前に所轄庁に相談されたい。
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【参考周知】

宗教法人法に規定される届出に係る登記事項証明書添付の
省略及びメール提出について

・文化庁では、文部科学大臣所轄の法人について、政府の

登記情報連携システムを利用し、宗教法人法の条文記載

の届出については、登記事項証明書の添付を省略し、

文化庁にメール等で届出（文書かがみは、文化庁HP掲載

の専用様式を利用のこと）の提出を可としている。

・令和３年１０月から実施済。

・都道府県の利用については、政府内で検討等実施中。

登記に関する⽂化庁提出アドレス（受信専⽤）teisyutu-hojin@mext.go.jp



「宗教法人のための運営ガイドブック」を
ぜひ御活用ください！

【文化庁ホームページから】
PDFデータを公開していますので、
ダウンロードしてご利用ください。

【冊子がほしい場合】
文化庁宗務課までご連絡ください。
TEL：０３－５２５３－４１１１

※内容は文部科学大臣所轄法人向けですが、都道
府県知事所轄法人も参考にご覧ください。

※各都道府県でも同様のガイドを作成している場合
もありますので、各都道府県へご確認ください。

宗教法人 ガイドブック

４１



https://www.bunka.go.jp/

御清聴ありがとうございました。
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